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工業系高等学校と大学の 

さらなる連携強化の具体策の提案 

 

学籍番号 1130054 氏名 北山 晴己 

指導教員：五艘隆志准教授 

高知工科大学システム工学群建築・都市デザイン専攻 建設マネジメント研究室 

 我が国は少子化の影響を受け多くの教育機関で学生や生徒の入学者獲得に向けた努力がなされている。入学者獲得

には教育内容の充実が必要である。本研究では教育内容の充実を目的とした工業高校と工業系大学の連携に着目し研

究を行った。現在、高大連携を行っている組織は国内で数多く存在する。それらの連携内容は大学のオープンキャン

パスや大学教員による出前授業といったものであり、大学生に対する教育効果としては十分なものといえない。本研

究は高校生と大学生の双方の学びの意欲、学力、知識の向上ができる教育メニューの提案を行いさらなる連携強化の

具体策の提案を行った。 
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1. はじめに  

筆者による本研究の着手当初は『高知県工業高等学校

の進学率の向上』をテーマとしていた。図-1 は全国の高

等学校（普通高校、職業高校等全て）卒業後の就職率を

示すものであるが、3 年後の離職率が約 50％を超えてい

るという問題があった。一般的に卒業後新規採用者の離

職率は『7・5・3』と言われている。これは卒業後 3年間

で中学校卒業後約 70％、高等学校卒業後約 50％、大学卒

業後約 30％の割合で新規採用者が離職してしまうとい

う現状を述べたものである。筆者は工業高校の教員にな

ることを志しており、高校生の進学者を増やすことで高

等学校卒業後の離職者の削減になるのではないかと当初

考えた。しかし、自身の工業高校への教育実習参加や、

全国各地の多様な工業高校の実態をみると、一部の伝統

ある工業高校では教育の一環として社会人育成のための

教育が行われており離職率は全国平均よりかなり低く、

場合によっては文系を含めた大学よりも離職率が低いこ

とが分かってきた。また逆に首都圏等大都市に多く見ら

れる定員割れを起こしている工業高校では離職率が高い

など、一概には当てはまらない状況もということも把握

した。他方、筆者は高知県内の大学・高専・高校の建設

系学科が連携する「高知県建設系教育協議会（以後 4K）」

の存在を知り、またその活動に参画する機会を得た。4K

での活動を通じ、工業高校と大学の間の連携組織の活動

が教育効果を発揮するとともに、特に、自らの勤務先に

なるであろう高校側が大学を徹底活用できるのではない

か、またその逆もあるのではないかと考え研究を行った。 

 

図-1高知県の高校新規卒業者の離職状況 

 

2.本研究の目的 

 我が国では現在少子化の影響で大学進学者の数が減っ

ており入学者の獲得が以前に比べ困難に成っている。近

年では各大学は高大連携を行い大学のアピールを行って

いる。高大連携の内容として広義にはオープンキャンパ

スや公開授業、大学教員による出前授業が行われている。

また、狭義には公開授業で高校生が大学の講義に出席し

単位を取り講義を受け単位を取った生徒は講義を受けた

大学に入学した際には卒業単位として認可されるといっ

た連携も行われている。このような高大連携活動の実態
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をみると、志願者獲得を目的とした高校生へのサービス

提供が主目的の様であり。大学側、特に大学生の意欲・

学力向上への効果はあまり高くないと感じた。そこで本

研究では、組織的な高大連携活動を行い、特に建設工学

を学ぶ学生、生徒の学びの意欲・知識・技術の向上を目

的とした具体例について調査を行い、有効な連携プログ

ラムの提案を行った。 

 

3. 高大連携の事例調査 

 先に述べたとおり現在多くの大学、高校は高大連携活

動を行っていると称している。オープンキャンパスや大

学教員による出前授業は連携組織による仲介がなくても

教育委員会や出前授業仲介の専門企業等を通じて行う事

ができるが、それ以上の事を行うには教員同士の直接的

な連携組織が必要となってくる。高大連携を行うための

仲介役を果たす教員同士および生徒・学生の連携組織は

あまりないのが現状である。連携組織を作るためにはい

くつかの条件があると考える。1 つ目は、教員同士、あ

るいは生徒・学生間の日常的なコミュニケーションが重

要であるため、高校と大学は基本的に同じ都道府県にあ

ることである。2 つ目に連携組織を運営するためには特

定の教育機関に負担が生じるため、事務局となる教育機

関の組織がしっかりしていることである。3 つ目に専門

分野が同じでなければ共通したテーマの研究や講義が行

えないため、特定の分野に絞った組織が望ましいという

点である。これらのうち、3 つ目の条件を除く 2 つの条

件を満たす連携組織の事例として『千葉県工業系高大連

携協定』がある。工業系高校 10 校と大学 7校の学校間で

連携が行われている。活動内容は以下の通りである。 

・高大連携科目の聴講 

・解放科目の履修 

・大学教員による出前授業の開催 

・大学の実験施設の見学会の開催 

・大学生との共同研究 

・高大連プログラムの教員参加 

・高校での公開授業での教育実習生の受け入れ 

・公開実験の開催 

以上を見る限り、活動分野がロボット、河川環境、職

業教育と多岐にわたるものの、参加生徒・学生数が数名

程度のものが多く、本研究の目的である大学の学生と高

校の生徒に対する学びの意欲・知識・技術の向上が可能

と思われる活動を見出すことができなかった。他の連携

組織も調査を行ったが連携内容は同様であった。筆者が

在籍する高知工科大学が参加している 4Ｋの活動内容は

大学生、大学院生、大学教員を講師とした高校生のため

の授業「地域遺産に学ぶ会」や、大学と高校が合同で高

知県安芸市に四阿を設置した「地域貢献プロジェクト」、

高校生の研究活動を大学が支援する「課題研究支援」を

中心とした活動が行われている。「地域遺産に学ぶ会」

では、大学生等から学んだ高校生が小中学生に同様の講

義を水平展開する機会も提供しており、他の連携組織が

行う活動と比べ、教育効果は高い。 

 

4.教職実習による実体験 

2012年 6月 4日から 2012年 6月 15日の 2週間、筆者

は高知県立高知工業高等学校で教職課程の一環として教

育実習を行った。担当教科は 1年生土木科、測量（座学）

であり４コマを担当した。教育実習を行うに当たって事

前に予習が必要であり、自らの知識に定着させなくては

ならない。高校レベルの講義とはいえ 1コマ 50分の講義

を担当するために必要な準備時間は 10 倍程度の約 10 時

間を要した。また、自分自身が教壇に立ち生徒に教えな

くてはならないため責任感を感じた。これらの経験より、

大学生が高校生に技術指導や勉強を教えることで教えた

教科の知識の定着やプレゼン能力の向上、コミュニケー

ション能力の向上が期待できると強く感じた。同様に、

高校生の側も年齢の近い大学生が教えることによる効果

を感じていた。前述のとおり、４Ｋではかなり教育効果

の高いイベント形式のプログラムが構築されているが、

筆者の経験したような形の継続的な活動は行われていな

い。大学生、高校生の学びの意欲・知識・技術のさらな

る向上のために、筆者が経験したような新たな教育プロ

グラムが提供できるのではないかと感じた。 

 

5.SWOTO分析による必要教育プログラムの抽出 

 上述の通り、筆者は教育実習的な教育プログラムを準

備することが高校生、大学生共に高い教育効果を与える

ことができるのではないかと考えたが、直観的なもので

しかなかったため、改めて SWOT分析にて高大連携活動で

有効な活動方針を見出すこととした。SWOT分析とは目標

を達成するために意思決定を必要としている組織や個人

のプロジェクトやビジネスなどにおける Strenght (強
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み)、Weakness(弱み)、Opportunity（機会）、Threat(脅

威)を書き出し評価するのに用いられる戦略計画である。

S×O、S×T、W×O、W×Tのそれを掛け合わせ戦略を立て

る。 

今回の分析では工業高校、工業系大学、高大連携組織（４

K など）のそれぞれの目標を教育的戦略とし分析を行っ

た。分析の結果を表 5-1から表 5-3 に示す。表 5-1およ

び表 5-2 の赤文字は、高校及び大学がそれぞれの戦略を

立てた際に、高大連携組織を活用することで実現できる

戦略である。工業高校と工業系大学の関係性はそれぞれ

の強み（S）と弱み（W）を補うことができるものと理解

できる。これら両組織間に機会（O）に相当する連携組織

が入ることで強み（S）と弱み（W）を補完することが可

能となる。つまり、表 4-1および表 4-2の赤文字に示し

た活動が高大連携組織で行うべき活動であると考えられ

る。高大連携組織を代表して 4K を想定した SWOT 分析も

行ったが、導かれた活動内容は同様のものであった。 

表 5-1工業高校の SWOT分析 

表 5-2工業系大学の SWOT分析 

 

 

表 5-3 高大連携組織の SWOT 分析 

 

このように SWOT 分析から導かれた高大連携組織が行う

べき活動内容は、以下のとおりである。 

① 正規時間外を活用したプログラムの策定 

② 企業や大学による先端技術を工業高校に提供し、

高校生の技術力、興味、意識向上を図る 

③ 上記②により高校教員の技術力向上の機会を提

供する 

④ 大学生が自らの責任で教育を行う機会を提供す

ることによる機会を創出することで、技術力、意

識向上を図る 

⑤ 正規の教職教育を受けていない大学教員に対し

て高校教員との交流により、教育の原点を再考さ

せる機会を設ける 

 

6.具体的な教育プログラムの作成 

 本研究では、前章で述べた SWOT 分析に基づき、4Ｋ内

で生徒・学生の双方の学びの意欲・学力向上を実現でき

る新たな教育プログラムを 3 つ提案することとする。 

 1つ目は、高校 1、2年生を対象とした冬期休暇を 3日

間で行う冬期講座である。講義者を高知工科大学システ

ム工学群建築・都市デザイン専攻に在籍する学部 3 年生

とし、講義内容は、研究室を専門分野ごとに分け研究室

紹介を行いそれぞれの分野の魅力を高校生に伝え専門分

野に必要な導入部分の講義を行う。これは、前章の②に

相当するものである。各分野の担当時間は高校生の授業

時間に合わせ 50分×3 講義行う。この教育プログラムの

ねらいは、大学生は、プレゼン能力の向上、専門分野の

基礎知識の復習、教えることやプレゼンテーションの難

しさを知る機会になる。高校生のねらいは、高知工科大
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学に興味を持ち、生徒が将来進みたい分野を知る機会と

なり、専門分野を知る機会となる。 

 2 つ目は、高校 1、2 年生を対象とした補講講義で

ある。講義内容は、高校生の放課後を利用し、高校側

から指定した内容を高知工科大学システム工学群建

築・都市デザイン専攻に在籍する学部 3 年生が座学の

補講講義を行う。これは前章の④に相当する。本教育

プログラムの構築にあたっては高知工業高等学校土

木科 1、2 年生で実際に使用されている測量、基礎力

学および土木施工の教科書と、高知工科大学の講義内

容を照合し、大学生の能力で行える授業の抽出を行っ

た。その結果を表-6 に示す。高校 1 年生配当の座学授

業は測量、基礎力学の 2 科目となっている。これらの

授業は高知工科大学システム工学群で提供される測

量 1、測量 2 測量実習、リモセンと GIS、基礎力学、

力学、材料力学、建築構造設計で教授されている内容

で全て対応できることが把握できた。2 年生配当の座

学授業は土木施工であるが、土木施工や法規関連で一

部網羅されていない部分もあった。 

表-6 担当授業の分担と授業が行えるかの判断表 

 

 

 3 つ目は、4K で行われている学ぶ会を大学生が講師と

なって２日間講義を行う。これも前章の④に相当するが、

これまで実施されてきたものである。教員側の準備作業

（教材、小中学生の確保など）負担から敬遠されがちな

行事ではあるが、高知県には多くの建設遺産があること

から教育効果も高く、継続が必要と考える。例えば、高

知県香南市にある手結港について大学生が調査を行い高

校生に講義を行うといったことも考えられる。高校生は

後日大学生から学んだことを地域の小中学生に授業をす

ることで小中学生に建設業をアピールすることに繋がる

と考えられる。 

今回の提案では主に大学 3 年生が講師となり講義を行

う形を提案した。大学 3 年生は大学生活にも慣れ時間に

余裕ができる学年であると同時に、高校生に教える機会

を得ることで学びの意欲の向上や責任感、就職活動で必

要なコミュニケーション能力、プレゼン能力の向上に繋

がるものと考えられる。 

７.考察   

工業高等学校と大学が連携をとることで大学生、高校

生の学びの意欲・学力の向上ができ、4Ｋでの活動内での

提案により大学生はプレゼン能力の向上や、コミュニケ

ーション能力の向上することに繋がると考えられる。高

校生にとっては、教育実習の実体験より大学生とのコミ

ュニケーションを取ることで大学を知る機会となり将来

の進路選択の幅が広がると考えられる。 

 その他の利点として教員同士の情報交換や活動を通じ

て小、中学生に建設業を知ってもらう場となり高校、大

学が連携を取ることで高知県全体の建設系学校のレベル

アップに繋がると考えられる為、連携強化の必要の提案

を行った。 
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